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基本方針

第4次中期経営計画

地元地域（和歌山・大阪）の特性に応じ、
明確な地域別戦略のもとで成長速度を高める

目指す銀行像：銀行をこえる銀行へ

地域における圧倒的な存在感の発揮と
グループ機能の最大化

規模拡大から「持続可能なビジネスモデル」の
構築と採算性（本業利益の改善）を意識した

施策への転換

中長期的な企業価値向上に向けた取り組みと
グループ収益力向上の実現

人的投資を含む将来に向けた投資フェーズ

「規模拡大」から
「持続可能なビジネスモデルの構築と採算性」を

意識した施策に転換

コアカスタマー戦略の進展による業容拡大
人事制度改定による人的資本経営に着手

⃝ 永続的に地域を支えるための経営効率向上
⃝ 規模を利益につなげる営業推進強化
⃝ 市場における企業評価・ブランド力の向上
⃝ 経営管理態勢の更なる強化

⃝ 中小企業分野への経営資源の集中投下
⃝ グループ機能を活用した新たな収益機会の創出
⃝ 戦略を実現するための人材育成と人事制度の改革

⃝  マイナス金利政策の導入により、預金4兆円の早期達成、年間
2カ店の新規出店目標を方針転換

⃝  中小企業向け貸出を起点としたビジネスモデルを制定し、貸
出先・貸出・収益の増強態勢を構築

⃝  ブランディング施策として大阪府内でのプロモーション強化
施策を実施

⃝  和歌山営業本部の新設、店舗統合の拡大と店舗機能を見直し、
事業性取引拠点数を集約

⃝  グループ収益力拡大に向け新会社設立等の態勢整備等に取組み
⃝  人事制度を改定

⃝ 実質業務純益ROA 0.35%以上
⃝ OHR 70%未満
⃝ 不良債権比率 3.0%未満
⃝ EPS【連結】 140円以上
⃝ BPS【連結】 2,800円以上

⃝ 顧客向けサービス業務利益【単体】 100億円以上
⃝ 本業OHR【単体】 75%以下
⃝ 親会社株主に帰属する当期純利益【連結】 125億円以上
⃝ ROE【連結】 5%以上

⃝ 実質業務純益ROA 0.24%
⃝ OHR 75.7%
⃝ 不良債権比率 2.36%
⃝  EPS【連結】 168.70円
⃝ BPS【連結】 3,251.11円

地域における更なる存在感の向上と
収益力の強化の両立

コアカスタマー戦略による事業規模拡大
グループ収益力の向上と人的資本経営を意識した

行内の態勢整備

コアカスタマー戦略による業容拡大と
店舗施策等によるコスト削減を両立

⃝ 中小企業向け貸出を起点としたビジネスモデルの深化
⃝ 競争力を拡大する新しい営業体制の構築

⃝  コアカスタマー戦略の展開
⃝  法人新規開拓室、大阪堂島営業部【新設】による大阪市内貸

出金の増強
⃝  和歌山事業部にブロック制導入、大阪府内の事業部を細分化
⃝  連合店舗制の拡大、BPR等により物件費・人件費を大幅削減

⃝ 親会社株主に帰属する当期純利益【連結】 100億円以上
⃝ 本業OHR【単体】 90%以下
⃝ 自己資本比率【連結】 9%以上
⃝ 株主還元率 安定的に30%程度

⃝ 親会社株主に帰属する当期純利益【連結】 135億円
⃝ 本業OHR【単体】 78.0%
⃝ 自己資本比率【連結】 10.4%
⃝ 株主還元率 24.7%

⃝ 顧客向けサービス業務利益【単体】 146億円
⃝ 本業OHR【単体】 67.7%
⃝ 親会社株主に帰属する当期純利益【連結】 150億円
⃝ ROE【連結】 6.5%

第5次中期経営計画 第6次中期経営計画

主要戦略

目指す経営指標

主要戦略の振り返り

目指す経営指標の達成状況

次期中期経営計画への課題

中
期
経
営
計
画
の
振
り
返
り

このほど終了した第6次中期経営計画（2021年4月
から2024年3月）では、「地域における圧倒的な存
在感の発揮とグループ機能の最大化」を基本方針に、
中小企業分野への経営資源の集中投下や新たな収益
機会の創出、人材育成と人事制度の改革などに取り
組みました。その結果、重要な経営指標と位置付け
た「顧客向けサービス業務利益」が目標の100億円
に対して146億円に達するなど、多くの成果を上げ
ることができました。
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第7次中期経営計画（2024年4月～2027年3月）

　基本方針を「地域の金融リーディンググループとしての機能発揮による地元地域との価値共創」と定め、中小企業
「取引」を起点としたビジネスモデルへの変革を進めてまいります。
　第７次中期経営計画「ＫＸ（ケイエックス）～Ｋｉｙｏ ｔｒａｎｓｆｏｒｍａｔｉｏｎ～（キヨートランスフォーメーション）」を遂行し、
長期ビジョンの達成・企業価値の向上に向けた企業変革への挑戦を続けてまいります。

基本方針

コンセプト

メッセージ

地域の金融リーディンググループとしての機能発揮による地元地域との価値共創

中小企業「取引」を起点としたビジネスモデルへの変革

KX ～Kiyo transformation～　長期ビジョンの達成・企業価値の向上に向けた企業変革への挑戦

主要戦略❶　営業戦略　営業体制の最適化

事業性顧客への営業体制最適化

戦略系グループ会社への
経営資源傾斜配賦 サステナビリティ経営の高度化

移動時間

リース

事務受託

システム

職業紹介

キャピタル

保証

New

カード

地方創生部・（仮称）創業支援室の新設

未来創造室新設
etc.

営業時間

ソリューション戦略部新設

ストラクチャードファイナンスの増強etc.

インキュベーション施設の新設検討etc.

非対面チャネルの充実 DX支援・ITコンサルティングの強化

DX戦略部新設お客さまのライフプランの実現

コンサルティングの強化

公共貸出・PFIへの取り組み

貸出金ポートフォリオの増強

新たな収益機会
の創出

創業・スタートアップ支援

デジタルバンキング 地域DXの推進

リテール営業体制

主要戦略❷　グループ戦略　成長分野への戦略的投資

主要戦略❸　デジタルバンキング戦略　地域DXの推進

主要戦略❹　サステナビリティ戦略　地域未来の創造

戦略系グループ会社

KX
Kiyo transformation

New

NewNew

組織横断的なDX推進New

New

第7次中期経営計画の位置づけ

目指す経営指標

人的資本KPI

第６次中期経営計画において、「中小企業向け貸出を起点としたビジネスモデル」の追求とコアカスタマー戦略の拡大による収益力の
増強を図り、地元中小企業のバリューチェーンの全ての領域に関わり、価値共創する総合金融グループを目指してまいりました。

第７次中期経営計画においては、長期ビジョン「お客さまとの価値共創と企業変革への挑戦を続け、人が未来を創造する地域金融グ
ループとなる」に向けたファーストステップと位置づけ、長期ビジョンよりバックキャスト、価値創造プロセスの構築、マテリアリティへの
取り組み、現在からの課題抽出を意識し策定いたしました。

※ 顧客向けサービス業務利益＝
　 貸出金平残×預貸金利回差＋役務取引等利益－営業経費

※ 2023年3月末バーゼルⅢ最終化早期適用

● ＲＯＥ〈連結〉

● 人材ポートフォリオ

7.0%以上
6.4 6.5

1.7

（%）

2022/3期 2023/3期 2024/3期 2027/3期
（計画）

512 510 536519

83 88

本業支援人的資本 ROI
（顧客向けサービス業務利益／人件費）

0.84 倍 → 0.87 倍

90
83

■ ソリューション営業人材（人）
● 本業付加価値/ソリューション営業人材（百万円）

2022/3期 2023/3期 2024/3期 2027/3期
（計画）

● 親会社株主に帰属する当期純利益〈連結〉

● ダイバーシティ＆インクルージョン

180億円
以上

154
12
142

150
11

139

165

39
14
25

■ 紀陽銀行　■ グループ会社寄与額

15

（億円）

2022/3期 2023/3期 2024/3期 2027/3期
（計画）

19.1 

11

24.1

11

15

11

21.9

（%）
26

● 女性管理職比率　● 中途採用者比率

2022/3期 2023/3期 2024/3期 2027/3期
（計画）

● 顧客向けサービス業務利益〈単体〉

● エンゲージメントスコア（Wevox）

150億円
以上

124

146 150
139

（億円）

2022/3期 2023/3期 2024/3期 2027/3期
（計画）

68.7

70

75

71

69.2

（%）

70

57
59 60

● 総合　● 挑戦する風土　
● キャリア機会の提供

2023/3期 2024/3期 2027/3期
（計画）

（%）

10-11%
程度10.82

13.03 12.77

2022/3期 2023/3期 2024/3期 2027/3期
（計画）

535

274

400
以上368

■ 時差勤務・在宅勤務等利用者数

2022/3期 2023/3期 2024/3期 2027/3期
（計画）

（人）

● 自己資本比率〈連結〉

● 時間や場所にとらわれない働き方

ROE ７％以上

2022年8月策定

長期ビジョン
お客さまとの価値共創と企業変革への挑戦を続け、
人が未来を創造する地域金融グループとなる

第５次

第6次

課題抽出

バックキャスト

第8次

STEP1

STEP2

STEP3

第9次

企業価値向上

マテリアリティへの取り組み

ギャップ解消

中長期的目標

PBR 1倍以上
ROE 8％以上

長期ビジョン

第7次
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営業戦略

営業体制の最適化
　当行グループが最も力を発揮できる領域である「中小企業取引」への経営資源投下に加え、営業体制の効率化な
らびに役務収益の増強、ＲＯＲＡ向上に向けた貸出ポートフォリオの構築等従来以上に資本効率性を意識した営業活
動を展開してまいります。

事業性顧客への営業体制最適化
⃝ 事業性顧客の所在地により近隣店舗への管理移管を実施し、移動時間を営業時間に転換することで本業支援機会を創出
⃝ 事業部毎のマーケットに応じたミッションや活動ウエイトを明確化し地元地域、地元企業の持続的発展に資する活動を展開

● 事業部別事業性貸出金残高（期末月平均残高）

● 事業性コアカスタマー先数

事業性顧客の管理移管

事業部別活動ウエイトイメージ

2022/3期 2023/3期 2024/3期 2027/3期

4,903
1,973

2,631

6,013
15,520

4,881
2,018

2,695

6,656

4,895
2,015

2,810

7,404
16,250 17,124

（億円） ■ 和歌山事業部　■ 南大阪事業部　■ 堺事業部　■ 大阪事業部
■ 本業支援活動　■ 事業性関連　■ リテール関連

大阪事業部 堺事業部 南大阪事業部
和歌山事業部

2022/3期 2023/3期 2024/3期 2027/3期（計画）

8,342 8,989

500先
以上増加

8,581

（先数）

管理移管前 管理移管後

営業時間

移動時間
移動時間を

年間約9,800時間削減

7名の増員効果

管理移管
事業性取引先の担当店を口座開設店に依らず、最寄り店にて

担当する体制を構築。従来、担当店変更に際して口座番号の変
更等が必要であったが、管理移管体制では取引先の諸手続きは
不要。

事業部 事業性顧客先数 貸出金

大阪事業部 ＋約200先 ＋約300億円
堺事業部 △約230先 △約340億円

南大阪事業部 ＋約40先 ＋約60億円
和歌山事業部 △約10先 △約20億円

大阪事業部
⃝  大阪支店のホール

セール専門拠点化
⃝  不動産業向け貸出専

門部署「リアルエス
テートファイナンス
推進室」新設

愛称：熊野白浜リゾート空港
(2024/7～）

大阪ビル

堺事業部

南大阪事業部

和歌山事業部

南紀白浜空港

熊野古道

事業性関連
担当者

24名増員

本業支援案件相談会

東京本部

2022/3期 2023/3期 2024/3期 2027/3期（計画）

4,614

262

5,504

280

4,160

217

4,112

206

39,656 40,629 
42,064

49,964

■ 預かり資産残高（仕組債除く）（億円）　
● NISA口座数　● 相続関連業務成約件数（単年度）

2022/3期 2023/3期 2024/3期 2027/3期（計画）

■ スマ通帳、口座数（累計）（千件）　● 非対面口座開設率（%）

56

3.7

107

4.3
154

7.0

82

3.6

● ストラクチャードファイナンス残高（期末月平均残高）

2021/3期 2022/3期 2023/3期 2024/3期 2025/3期 2026/3期 2027/3期
（計画）

592

（億円）

723
907

1,205

1,730

ストラクチャードファイナンスの増強

コンサルティングの強化

リテール部門の営業体制

⃝ 2023年4月、ストラクチャードファイナンス推進室を新設
⃝ 第7次中期経営計画期間において残高の伸長と、RORA水準の維持・向上を図る

⃝  第７次中期経営計画期間中においては、「事業承継・M&A」、「顧客向けクーポンスワップ取引」、「ビジネスマッチング」の３分野を重
点施策とし、地元企業の経営課題の解決に資する活動を展開

・  案件ソーシング強化（セルサイド）のため、支店
長管理先を選定し、重点的に課題と解決策を共有

・  バイサイド（ストロングバイヤー、地域中核企業）
との接点強化

・  ＰＥファンドとの連携強化

営業、企画、関連業務等

増員予定

コーポレート

計画期間中 収益見込額  10億円以上

事業承継・M&A

本部

顧 客
若年層

未就学児

口座開設

対面チャネル

非対面チャネル

マスリテール層 コアカスタマー層

【インターネット支店】無担保ローン

【インターネット支店】預金

入学・
アルバイト

口座開設
デビット
カード

就職

口座開設
給与振込

NISA
クレジット

カード
カードローン

結婚・
出産

積立定期
資産運用
生命保険

住宅・
車購入

住宅ローン
（口座開設）
自動車ローン

損害保険

子供の
成長

教育ローン
保険見直し

窓口、営業、職域、マネープラザﾞ、住宅ローンセンター

アウトバウンド インバウンド

顧客セグメントに応じたリーチ

各システム連携
データ蓄積・統合・分析

金融資産の推移

定年退職

退職金
運用見直し

終活

相続関連
介護

葬儀、墓 等

世
代
・
ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ

エ
リ
ア
内

エ
リ
ア
外

資産形成層 シニア層

お客さま本位の業務運営に関する基本方針

ＳＦ推進室 東京支店

クーポンスワップ

本業支援策検討

ビジネスマッチング

営業店

・  クーポンスワップ取引を起点とし、地元企業の外
為取引メイン化を推進

・  輸入業者の多い大阪エリアで取引先を開拓
・  新商品導入による他行比優位性の確保

計画期間中 収益見込額  20億円以上

・  地元企業の設備ニーズに対し建築請負マッチング
を推進

・  業者とのアライアンス強化により、当行エリア内
の情報プラットフォームを構築

計画期間中 収益見込額  20億円以上

⃝「お客さまの最善の利益はそれぞれのお客さまが描かれるライフプランの実現」と考え、顧客セグメントに応じた非対面と対面の両立に
よる営業体制を構築
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グループ戦略

成長分野への戦略的投資
お客さまとの価値共創ならびに企業価値向上に向け、グループ事業の成長ならびに新たな収益基盤構築に向けた経
営資源の最適配賦を進め、グループ収益の増強に取り組んでまいります。

戦略系グループ会社

紀陽リース

⃝  グループ会社を「戦略系グループ会社」と「サポート系グループ会社」にセグメントし、「戦略系グループ会社」に経営資源を傾斜配
賦し、グループ収益力の向上を図り連単差15億円を目指す

戦略系 主要業務内容 議決権比率

経営資源優先配賦
リース業務 100％

投資業務   50％

戦略的人員配置

プログラム作成・販売、計算受託業務
銀行業高度化等会社   80％

新会社設立（検討中）

サポート系 主要業務内容 議決権比率

紀陽ビジネスサービス 事務代行業務（特例子会社） 100％

紀陽パートナーズ 職業紹介業務 100％

阪和信用保証 信用保証業務 100％

紀陽カード(JCB/VISA) クレジットカード業務 100％

紀陽カードディーシー クレジットカード業務 100％

⃝ 当行の取引企業に対する資金調達多様化、省エネ・脱炭素関連機器のリース等の取組推進によりリース債権残高は順調に増加
⃝ 当行グループの収益ドライバーとして、リース取引の高度化、戦略的人員配置を実施

2019/3期 2022/3期2021/3期2020/3期 2023/3期 2024/3期 2025/3期 2026/3期 2027/3期
(計画)

■ リース債権残高（億円）　● うち紀陽銀行向け（%)

85

7.0

6.0

120
132

5.1

149

3.5

180

2.3

203

1.5

270

第5次中期経営計画 第7次中期経営計画第6次中期経営計画● 拠点別契約額

●大阪地区営業部

●本社

●紀南地区営業部

2022/3期 2023/3期 2024/3期 2025/3期 2026/3期 2027/3期
（計画）

（億円）
■ 紀南地区営業部　■ 本社　■ 大阪地区営業部　● 省エネ・脱炭素関連機器（累計契約額）

9

23

38 

23

50

10 

13

30

56

10

20
35

55

8

4

紀陽情報システム

紀陽キャピタルマネジメント

⃝  地域社会の変化を捉え、ITコンサルティングに加え、システム開発受託やIT人材の供給等をおこなうことで、地域社会のデジタルトラ
ンスフォーメーションを推進

⃝  地域企業の事業承継や事業再生、社会課題の解決に挑むスタートアップの成長・拡大をエクイティファイナンスをはじめとしたソリュー
ションの提供により支援

2022/12期 2023/12期 2024/12期
(計画)

2025/12期 2026/12期 2027/12期
(計画)

中長期的
目標

※ ファンド決算期 12 月時点の累計額
（百万円）

795

1,255

1,900

4,300

2022/3期 2023/3期 2024/3期 2025/3期 2026/3期 2027/3期(計画） 中長期的目標

（百万円） ■ 公共部門　■ 金融部門　■ 民間部門

2,398

1,065
134

2,406

1,179
108

2,574

1,062
135

2,690

1,310
300

2030年ビジョン

43
億円

50
億円

第1次
中期経営計画

2021-2023

2030年
ビジョン

第2次
中期経営計画

2024-2026

ワクワクするシステム会社にしよう！

新技術への挑戦、働き方改革の追求、地方創生への貢献

⃝ 新領域への事業拡大
⃝ 新技術への活用によるサービス拡大
⃝ 業務効率化と働き方改革の追求
⃝ 人材育成の高度化
⃝ 地域社会との接点強化
⃝ ＩＴを通じて地域社会へ貢献

「公共」と「金融」を「安定」した基盤分野とし一般企業
へのＩＴコンサルティング等を「成長」分野として、日々

「挑戦」する。

LP出資
99% 出資

出資

事業承継・
事業再生　

地域の未来をデザインする

地域金融を変革し、新たな価値の提供者となる
Finance 資金調達の新たな選択肢を提供する
Innovation 地域に革新的な価値を創造する
Governance 世代を超えて、想いをつなぐ

価値観
Excite and Excited with Passion
Open your Mind
Act as a Professional

行動指針
Think by yourself
Respect for Beliefs
Humble and  Proud

2021年6月設立
総額20億円

紀陽成長支援
1号ファンド

紀陽成長支援
２号ファンド

2023年10月設立
総額30億円

スタートアップ
企業

GP出資
1%

紀陽キャピタル
マネジメント

「地域DX」地域から頼られるシステム会社になろう！

各事業のフィールドで圧倒的な強みを発揮するシステム会社になろう！

付加価値の向上

生 産 性 の 向 上

企業価値の向上

地域の枠を超えた圧倒的な存在感　　　　　 新たなフィールドへ「挑 戦」
金融、 公共、 企業のＩＴソリューションを和歌山から全国へ

Mission

Vision

Value

● ファンド投資累計額（計画）

● 売上実績・計画

第1次中期経営計画 第2次中期経営計画

ITを通じて
社会へ貢献

銀行業の高度化 地域のＤＸ推進

IT人材の育成

大阪
東京

和歌山

２０２１年 銀行業高度化等会社認可取得
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デジタルバンキング戦略

地域DXの推進

個人：一人ひとりのお客さまの価値観により沿うサービスの提供へ

地域の人口減少が確実視される中、デジタル社会実現に向けたお客さまへのDX支援ならびに産学官連携を進め、
グループ会社である紀陽情報システムと協業し、地元地域のDX高度化に貢献してまいります。2024年7月、デジタ
ルストラテジー2.0を公表。デジタルストラテジー2.0では 「DX（デジタルトランスフォーメーション）による価値共創」
をビジョンとして掲げ、「地域のDX推進」・「銀行業の高度化」・「DX人材の育成・確保・展開」を主要戦略として取
り組んでまいります。
デジタルストラテジー ： https://www.kiyobank.co.jp/investors/ir/merger/strategy.html

デジタルバンキング

⃝  さまざまなチャネルの連携、デジタルとリアルの融合により、お客さまが求める多様な利便性を提供
⃝  お客さまが必要なタイミングに、最適なチャネルで、価値ある情報を提供するパーソナルサービス・コミュニケーションの高度化
⃝  お客さまの真のニーズ把握・行動理解による顧客起点のサービスの創出

・  インターネットバンキング契約者との
 非対面接点強化
・ 口座の一括管理機能の提供

ア
ウ
ト
バ
ウ
ン
ド

イ
ン
バ
ウ
ン
ド

・ データ活用基盤・データ連携基盤の構築
・ データ連携基盤・API等を活用した
 チャネル間連携の実現
・ 顧客の利用・行動データの蓄積

・  事業性顧客向けポータルサイト
 無償提供によるインフラ整備
・  保証協会への保証申込の電子化や
 オンライン面談ツール導入による
 顧客接点の強化
・事業性顧客向けチャネル間
 （電子交付サービス等）の連携構築

・ 顧客一人ひとりにパーソナライズされた
 情報発信
・ マーケティングオペレーションの
 省力化・自動化

・  非対面での提供商品の拡充
・  デジタルマーケティングを通じた
 顧客接点の強化

・ データの分析によるUI/UXの
 改善・新サービスの創出

⃝  事業性顧客向けチャネルにおける非対面接点の増強および受付可能な取引を拡充することで、営業活動の効率化およびお客さまの利
便性向上を図る

⃝  データ利活用によって、お客さまのゲインポイント・ニーズをスピーディーにキャッチアップし、より価値のあるアプローチを行う（新た
なお客さま体験の創出）

事業性顧客向け：ニューノーマル・デジタル時代のエンゲージメント構築へ

第　　フェーズ1

インターネット支店

第　　フェーズ1

第　　フェーズ2

第　　フェーズ2

第　　フェーズ3

第　　フェーズ3

他サービス
連携

ビジネス
センター融資 本部渉外

IFB 営業店

非対面
ポータル
メニュー

対面

効率的な
顧客接点による

本業支援機会を創出

新たな
お客さま体験

の創出

地元企業：ＩＴコンサルティングの拡充

地域DXの推進

⃝  企業のセグメント・ニーズに応じたITコンサルティング推進体制の整備
⃝  行政と密に連携したデジタル化支援の展開（デジタル経営診断の他自治体への展開・DXセミナーの共催等）

⃝  DX戦略、IT戦略の策定、組織体制の整備
⃝  基幹系システムの導入（更改）支援
　（現状分析/課題抽出/企画書策定/システムベンダー選定）
⃝ データ活用検討
⃝ 紀陽情報システムからの専門人材派遣
⃝ 紀陽情報システムのシステム開発、保守

⃝  ノーコード・ローコードツール導入支援
⃝  ITツールのビジネスマッチング
⃝  レガシーシステムのモダナイズ化支援
⃝  IT関連補助金の情報提供・申請支援
⃝  DX人材育成支援

伴走支援パートナーシップ

⃝  地方行政のデジタル化・自治体システムの標準化の取り組みと連動した支援の展開（基幹系システムの標準化対応）
⃝  行政事務の効率化・生産性向上支援（CIO補佐・公金事務関係の効率化パッケージシステムの導入・BPR支援等）
⃝  デジタル技術を活用した地域変革の取り組み（観光DX・スマート農業・教育DX・医療介護DX等の地域連携プラットフォームへの参画）

自治体：自治体の生産性向上・持続的な地域のＤＸ支援

オーダーメイド型
コンサルティング

グループ機能の最大化

アライアンス強化

ア
ラ
イ
ア
ン
ス
先
を
拡
充

自治体 地元企業

地域住民・消費者 観光 地域インフラ 地域サービス医療・教育農林水産

連携

大
企
業

中堅企業

中小企業
小規模事業者

事業性顧客

2024年4月 DX戦略部新設

データ
蓄積・分析
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サステナビリティ戦略

地域未来の創造
当行グループのマテリアリティである「地域経済の発展」に資する活動を展開し、地域の持続可能性向上ならびにサ
ステナビリティ経営の高度化を進めてまいります。

組織改編

インキュベーション施設の新設（検討中）

⃝  サステナビリティ経営の高度化に向け組織改編
⃝  創業・スタートアップ支援の専担部署として「（仮称）創業支援室」を新設
⃝  地方創生部では地元地域の持続的な成長を支援

⃝  旧宮北ビルのインキュベーション施設化を検討中
⃝  地元地域の創業・スタートアップの支援拠点とし、ステークホルダーとのアライアンスを強化

営業推進本部

営業統括部

ソリューション戦略部

地方創生部

ビジネスセンター

（仮称）創業支援室

地方創生担当

公務営業担当

創業資金相談
成長支援

その他創業にかかる支援

自治体の課題に対する企画提案
地域の活性化に向けた支援

PFIを含む官民連携の取組促進

公金関連取引、指定金融機関業務
公共貸出等自治体向け取引の企画・推進

2024年度中に新設予定「営業支援部」を改称

「地方創生推進室」を昇格

連携

所 在 地 和歌山市黒田（JR和歌山駅徒歩10分） 建 物 1992年築、鉄筋コンクリート造5階建
土 地 面積：662㎡ 延床面積：1,338.23㎡

旧
宮北ビル

創業支援
運営管理

情報提供

連携・セミナー 施設利用

資金支援 人材交流

県内企業

5F シェアオフィス

～ ミーティング・イベントルーム
コワーキングスペース

1F カフェ・サイネージ・ATM

和歌山市

公共貸出

PFIへの取組み

⃝  地方創生部の公務営業担当（新設）において、公共貸出の増強に向けた取り組みを推進
⃝  市場金利が上昇傾向であることから、低リスク資産による収益増強を図る

⃝  事業構想フェーズでの情報収集を図り事業者（SPC）へのプロジェクトファイナンスを取り組み
⃝  基礎・事業可能性調査、事業スキームの検討・分析、事業者意向等の「アドバイザリー業務」参画に向けたノウハウ修得・スキーム

検討

民間資金等活用事業推進機構
「都道府県別実施方針公表件数（令和4年3月31日現在）」より当行作成

事前企画
調整段階

導入可能性
調査段階

事業者
公募段階 事業段階検討段階

自治体へのアドバイザリー業務 事業者（SPC）への融資業務

● 橋本法人営業部

● 岩出法人営業部

● 海南法人営業部

● 箕島法人営業部

● 御坊法人営業部
● 田辺法人営業部

● 白浜法人営業部

● 新宮法人営業部

地方創生部

● 公共貸出（期末月平均残高） ※ 当座貸越除く

● 府県別事業数

2023/3期 2024/3期 2025/3期 2026/3期 2027/3期
(計画)

（億円）

8

4,233

4,254

4,314

滋賀県
84件

京都府
24件兵庫県

47件

和歌山県
1件

大阪府
84件

奈良県
7件

(%)

△0.500

△0.250

0.000

0.250

0.500

0.750

1.000

2018年
4月

2018年
10月

2019年
4月

2019年
10月

2020年
4月

2020年
10月

2021年
4月

2021年
10月

2022年
4月

2022年
10月

2023年
4月

2023年
10月

ーー 共同債（10年）　ーー 国債（5年）　ーー 国債（10年）
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